
昭和四十二年大蔵省令第五十号

通関業法施行規則

通関業法に基づき、及び同法を実施するため、通関業法施行規則を次のように定める。

（通関業許可申請書の添付書面）

第一条　通関業法（昭和四十二年法律第百二十二号。以下「法」という。）第四条第二項に規定する財務省令で定める書面は、次に掲げる

書面とする。

一　申請者の住民票の写し又はこれに代わる書面及び履歴書（申請者が法人である場合には、その定款、登記事項証明書並びに役員（法

第六条第十号に規定する役員をいう。以下この条において同じ。）の名簿及び履歴書）

二　申請者（申請者が法人である場合には、当該法人及びその役員）が法第六条第一号、第三号から第九号まで及び第十一号のいずれに

も該当しない旨のこれらの者の宣誓書

三　申請者（申請者が法人である場合には、その役員）が法第六条第二号に掲げる者に該当しない旨の官公署の証明書又はこれに代わる

書面

四　通関士となるべき者その他の通関業務の従業者（申請者が法人である場合における通関業務を担当する役員を含む。）の名簿及びこ

れらの者の履歴書

五　申請者が通関業以外の事業を営んでいる場合には、その事業の概要、規模及び最近における損益の状況を示す書面

六　年間において取り扱う見込みの通関業務の量及びその算定の基礎を記載した書面

七　その他参考となるべき書面

（心身の故障により通関業務を適正に行うことができない者）

第一条の二　法第六条第一号の財務省令で定める者は、精神の機能の障害により通関業務を適正に行うに当たつて必要な認知、判断及び意

思疎通を適切に行うことができない者とする。

（許可の承継に係る承認申請の添付書面）

第二条　第一条の規定は、通関業法施行令（昭和四十二年政令第二百三十七号。以下「令」という。）第三条第三項に規定する財務省令で

定める書面について準用する。

（試験の方法等）

第三条　通関士試験は、法第二十三条第二項各号に掲げる科目について、筆記の方法により全国同時に行う。

２　法第二十三条第二項第一号に規定する「その他関税に関する法律」として通関士試験の科目とする法律は、次に掲げる法律とする。

一　関税暫定措置法（昭和三十五年法律第三十六号）

二　日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に

関する協定の実施に伴う関税法等の臨時特例に関する法律（昭和二十七年法律第百十二号）

三　コンテナーに関する通関条約及び国際道路運送手帳による担保の下で行なう貨物の国際運送に関する通関条約（ＴＩＲ条約）の実施

に伴う関税法等の特例に関する法律（昭和四十六年法律第六十五号）

四　物品の一時輸入のための通関手帳に関する通関条約（ＡＴＡ条約）の実施に伴う関税法等の特例に関する法律（昭和四十八年法律第

七十号）

五　電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律（昭和五十二年法律第五十四号）

（試験実施地）

第四条　通関士試験は、東京都、新潟県、神奈川県、宮城県、兵庫県、広島県、大阪府、愛知県、静岡県、福岡県、熊本県、北海道、沖縄

県及び財務大臣が指定するその他の場所において行う。

（試験の日時、場所等の公告）

第五条　財務大臣は、通関士試験の実施に当たつて、試験の日時、場所及び受験願書の受付期間その他通関士試験の実施に関し必要な事項

を定め、あらかじめ官報で公告する。

（受験願書）

第六条　通関士試験を受けようとする者は、通関士試験受験願書に次に掲げる書面を添付し、当該願書の受付期間内に、試験を受けようと

する場所を管轄する税関長に提出しなければならない。

一　受験票（写真を貼付したものに限る。）

二　次条第二項の規定により同条第一項の試験科目につき試験の免除を受ける資格を有する旨の通知を受けた者である場合は、その通知

書の写し

（試験科目の一部免除の申請）

第七条　法第二十四条の規定により同条第一号又は第二号に掲げる試験科目につき試験の免除を申請しようとする者は、試験科目の一部免

除申請書に当該試験科目につき試験の免除を受ける資格を有することを証する書類を添付し、試験を受けようとする場所を管轄する税関

長に提出しなければならない。

２　税関長は、前項の申請書の提出があつた場合には、その申請者が試験科目につき試験の免除を受ける資格を有するかどうかを審査し、

その結果を文書をもつて申請者に通知しなければならない。

（受験手数料）

第八条　法第二十六条第一項の受験手数料は、受験願書に、令第十二条本文に規定する受験手数料の金額に相当する額の収入印紙を貼つ

て、納付しなければならない。ただし、電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理等に関する法律第二条第一号（定義）に規定す

る電子情報処理組織を使用して受験願書を提出する場合にあつては、令第十二条ただし書に規定する金額の受験手数料を、当該提出によ

り得られた納付情報により、納付しなければならない。

（合格証書の交付等）

第九条　税関長は、通関士試験に合格した者に、当該試験に合格したことを証する証書を交付するとともに、その氏名を官報で公告しなけ

ればならない。

附　則　抄

１　この省令は、法施行の日から施行する。

３　税関貨物取扱人法施行細則（明治三十四年大蔵省令第八号）は、廃止する。

附　則　（平成六年五月二日大蔵省令第五四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一〇年五月一日大蔵省令第五九号）

この省令は、公布の日から施行する。
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附　則　（平成一一年四月一日大蔵省令第四九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年三月三一日大蔵省令第三八号）

１　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

２　この省令の施行前に提出された改正前の第一条第一号及び第二号に掲げる書面は、改正後の第一号及び第二号に掲げる書面とみなす。

附　則　（平成一二年八月二一日大蔵省令第六九号）　抄

１　この省令は、平成十三年一月六日から施行する。

附　則　（平成一六年三月三一日財務省令第三六号）

この省令は、平成十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成一七年三月七日財務省令第一二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二〇年六月二七日財務省令第四四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十年十月一日から施行する。

附　則　（平成二二年一月二六日財務省令第二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成二十二年二月二十一日から施行する。

附　則　（平成二八年三月三一日財務省令第三一号）　抄

この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。

附　則　（平成二八年六月一七日財務省令第五五号）

この省令は、関税定率法等の一部を改正する法律（平成二十八年法律第十六号）附則第一条第四号に掲げる規定の施行の日から施行す

る。

附　則　（令和元年九月六日財務省令第二二号）

この省令は、令和元年九月十四日から施行する。
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